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消費財企業に影響を与える話題やトレンドは常に重要であり、すでに広く議論されている。しかし、人口動態、政
治、環境、技術、文化における重大な変化を迎えている中で、消費財企業はこうした局面を乗り越えるべく、今こそ
新たに対話を開始すべきである。1

近年は、脱グローバル化やAI（人工知能）といった要因が、消費財業界にこれまでにないスピードで影響を与えている。
これまで常識とされてきた「幅広さ」、「規模感」、「最適化」の必要性は、「集中」、「スピード」、「アジリティ」へのニーズ
によって揺らいでいる。では、消費財業界における意思決定者は2026年に向けて、何を最優先課題とすべきであろう
か。

Deloitteの調査（「メソドロジー（方法論）」を参照）では、経営層の議論のきっかけとなる7つの提言、すなわち
2026年の戦略策定に向けて触媒となる「プロボケーション」を示している。

1.消費者はより多くの価値を求めている

多くの消費者は、もはや適正な価格で十分な価値を得ているとは感じていない。2

2022年のインフレピーク時にその認識は損なわれ、高インフレが収束しつつある今でもその傾向は回復していない。
DeloitteのConsumerSignals調査では、調査対象となった世界の消費者のほぼ半数（47%）、また高所得世帯
の35%が「バリューシーカー：価値志向の消費者」、すなわちコスト意識を重視し、利便性よりも割引やお得感を重視
する人々であることが示された。³ 今回の調査対象となった経営層は、バリューシーカーの存在は長期的な構造的課題
であり、このような消費者行動の変化全般が、販売数量の増加と売上成長への最大の課題であると捉えている（図
1）。

しかし、朗報としては、バリューシーカーであっても「商品にそれだけの価値がある」と感じた場合には、支出を惜しまないこ
とである。低価格からプレミアムまで、あらゆる価格戦略で期待以上の価値を提供するブランドが消費者に評価され、
成功している。こうした「価格以上の価値（MVP）」を持つブランドは、消費者の購入意向が高く、ウォレットシェアを
獲得している。我々の調査によれば、現在その地位を獲得しているブランドは全体の約3分の1に過ぎない。 4 

消費財業界に向けた7つの提言
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2. 不安定な世界では、最適より俊敏さが勝る

多くの消費財企業は、グローバル化の拡大による安定的で予測可
能な世界を前提に、各事業を運営・設計してきた。しかし、脱グロー
バル化への移行に伴い、貿易政策や国際関係が重要なリスク要因
となっており、より積極的な管理・対応が求められている。5これまで規
模拡大と最適化を追求してきた企業ほど競争環境の一層の激化に直
面している。絶えず変化する不確実な状況下において、能力や資本
を迅速にシフトできる、より俊敏な組織の方が、より多くの選択肢を
持つことができる。

図1

消費者のバリューシーカー行動は長期化し、企業は戦略を再構築している

注記:n = 300 （全質問）
質問:（左図）「消費者のバリューシーカー行動（ダウングレード、バリューチャネルでの買い物、利便性を犠牲にして節約する等）の増加について、最も可能性が高いと考えるものはどれですか？」
（右図）「2026年のユニットボリューム（販売目標）達成にとって最大の課題は何だと思いますか？」「2026年の商品戦略について、以下の内容にどの程度同意しますか？」「2026年の市場戦略に
ついて、以下の内容にどの程度同意しますか？」「2026年の価格・ボリューム戦略について、以下の内容にどの程度同意しますか？」

データソース: 「2026 Consumer Products Industry Global Outlook」

消費者のバリューシーカー行動の今後
調査対象の経営層が各選択肢を選んだ割合

消費者のバリューシーカー行動と戦略の交差点
調査対象の経営層が各選択肢に同意した割合または順位

75%

イノベーション投資の主な焦点はバリューシーカー向
け商品である（2024年比+10ポイント）

68%

60%

消費者行動・嗜好の変化が販売数量の増加・売
上成長にとって最大の課題である

1位

23%

2%

循環的なものであり、
状況が変わればすぐに
緩和する

長期的に続く構造的な
変化である

77%

バリュー志向チャネルでの販売が大幅に増加すると
考えている

高所得層も今やバリューシーカーであると考えている

MVP企業が実践する2つの中核的事項は以下の通りである。

 バリュー認識型の価格設定：最大限の利益率を求め、価格を
過度に最適化しない。代わりに、消費者に価値の余剰を生み出
すように価格を管理する。
（単なるコスト積み上げではなく、消費者へ何らかの付加価値
を提供し、価格を設定するアプローチ）

 コスト認識型の価格設定：消費者調査データなどを活用し、投
資が消費者にとってどれだけ価値を生み出しているかを評価する。
消費者が価値を感じていない場合は、投資を再配分する。
（低価格など消費者が実利を感じる点に価値を絞って商品を
提供するアプローチ）

判断するには時期尚早
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多くの消費財企業がすでに変革を進めており、今回の調査では、対象
の全経営層が何らかの適応策を講じていることが明らかになった。主な
戦略として、政策コストへのエクスポージャーを削減すべく、国内生産の
増加や、貿易政策の影響を受けにくい商品構成への調整などの対応
が行われている（図2）。
図2に示すように、調査回答者の半数以上が、貿易政策の影響により、
価格を引き上げる必要があると予想しており、自社が単に新たなコスト
を吸収すべき、もしくは吸収できると考える企業はごくわずかである。

コスト転嫁には代償を伴う可能性があり、経営幹部の52%が、貿易政
策による価格引き上げが販売数量や市場シェアの喪失につながる可
能性を懸念している。当然ながら、価格を引き上げは、消費者の商品
に対する価値の認識を高めることをより困難にもする。
もし貿易政策が現在展開している市場において、成長の障壁となる場
合、一部の消費財企業は他の新たな市場を模索するだろう。2026年
に向けて、経営幹部の10人中7人が、従来の市場以外の地域で高成
長の機会を見出すと考えている。
近年、最も注目される市場は東南アジアとインドであり、同エリアにおけ
る流通拡大、ならびにデジタルおよびEコマース施策への投資が促進さ
れる見込みである。6

図2

企業は脱グローバル化を進め、貿易政策リスクを低減し価格を引き上げている

注記:n = 300（全質問）
質問: 「2026年の国際貿易政策の変化に対応するため、貴社が採用する可能性のある戦略はどれですか？」

データソース: 「2026 Consumer Products Industry Global Outlook」

調査対象の経営層が貿易政策対応策として挙げた戦略消費財メーカーの100%が、変化し続ける
貿易環境に対応するための戦略的施策
を計画している

100%

74%

68%

55%

販売国と同じ国内での生産を増やす計画

貿易の情勢に影響を受ける原材料の必要性を減
らすため、販売商品構成を変更する計画

消費者向け価格を直接引き上げる
（同量で高価格）

コスト吸収を貿易政策対応策の一部と考えて
いる

5人に
1人
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3.事業の集約化は多角化よりも優れている

消費財企業は、幅広いカテゴリーを網羅するコングロマリット型から、事
業の選択と集中により焦点を絞ったカテゴリーキラー型のポートフォリオへ
と移行している（図3）。
脱グローバル化とサプライチェーンの短縮化により、事業範囲の拡大コス
トが増加しているため、消費財企業は、シンプル化と効率化、イノベー
ションサイクルの短縮、そしてより焦点を絞ったモデル構築により、特定
事業での消費者との関係性強化を目指している。7 また、彼らは事業
の選択と集中を行う上で、注力領域に当てはまらない低成長カテゴリー

から撤退し、強化領域である高成長事業の買収でポートフォリオを再構
築している。8 
一方で、消費財企業においては、買収に対してはより厳しい審査が行
われる可能性があり、取締役会は、覆される可能性が高いコングロマ
リットの構築に消極的だ。その代わりに、調査対象企業の3分の2が合
意したように、高額な取引を伴わずにジョイントベンチャーやパートナーシッ
プを通じて新たな領域を探求し、市場の関心を集めることを検討してい
る。さらに、調査回答者の半数は、SKU（在庫管理単位）の合理化
を計画しており、より詳細なレベルでの事業の精緻化が進んでいること
が窺える。

注記:n = 300 (左図); n = 255 (右図)
 質問: (左図)  「今後、最も成功している消費財企業がどのように構成されるかについて、以下のどの要素がよく表していると思いますか?」

(右図) 「カテゴリー重視の消費財企業へと移行する上で最も重要な要因は何ですか?」

データソース: 「2026 Consumer Products Industry Global Outlook」

消費財企業が「より集中する」べきトップ5の理由

図3

消費財企業の経営幹部は、より焦点を絞ったビジネスモデルへの転換を進めている

大規模な多カテゴリー
の複合企業

特定カテゴリーで優位性
を持つ集約型の
「pure play」企業

15%

71%シンプル化と効率化

なぜ集約化モデル
を進めたのか？85%

最も成功すると予測される消費財企業の構造はどうなるか
調査対象の経営層が各選択肢を選んだ割合

67%イノベーションサイクルの短縮

消費者との関係性強化

収益性の高い成長への好影響

投資家からの集約化への圧力

62%

60%

52%
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米国の貿易政策の大きな変化などにより、世界経済は混乱した。9 米
国以外の国々は、他国との貿易自由化を模索し、国内需要を喚起
するための財政・金融刺激策を実施した。さらに、AIへの投資が世界
的に加速したが、特に米国と中国においては顕著にこの傾向がみられ
ている。2026年に向けては、これらの世界経済動向などを含めた大き
な不確実性があり、これが企業の事業投資に悪影響を及ぼす可能性
があるとされているが、10 一部の企業はすでにサプライチェーンへの投資
を延期している。11国際経済における混乱は、通貨価値や借入コスト
の方向性にも不確実性をもたらしている。全体としては、2026年には、
世界経済成長の緩やかな減速が予想されている。

米国：米国経済は、貿易政策および移民政策による逆風に直面して
いる。関税は2026年にインフレをさらに押し上げ、消費者の購買力を
低下させる可能性が高い。12 移民政策が、主要産業における雇用成
長の鈍化と労働力不足をもたらす可能性がある一方で、AIインフラへ
の大規模投資は経済成長を持続させる可能性がある。テクノロジー関
連株の急騰は富裕層の資産を増やし、これらの世帯による消費支出
の成長を促している。13 （その一方で、低・中所得層は経済的ストレ
スが増大している）14 AI関連投資が継続すれば、米国経済は緩やか
に成長する可能性が高いが、今後、AI投資に反転があれば、大幅に
弱体化する可能性がある。

中国：中国経済は、住宅不動産市場の崩壊により大きな逆風に直
面している。15 この影響により、不動産投資が急減し、家計資産が減
少したことによって、消費者は貯蓄を増やし、支出を減らす傾向にある。
16 中国政府は、内需を喚起するために財政・金融刺激策を活用して
いる一方で、関税や他国からの潜在的な貿易制限により、米国への
輸出の減少に直面している。17 しかし、中国はハイテクおよび再生可能
エネルギーにおける世界をリードする存在となっており、これが経済を活
性化させ、ひいては個人消費を促進する原動力となる可能性がある。
18

欧州：欧州各国の政府は、地政学的な変化に対応し、防衛やインフ
ラへの投資を債務で賄いながら拡大している。19 これは事実上の財政
刺激策であり、政策金利の低下と相まって経済成長に緩やかなプラス
効果をもたらすと考えられる。20 欧州は米国との貿易関係の悪化や
中国との競争激化などの課題にも直面している。21  全体の見通しとし
ては、低インフレを伴う緩やかな成長が予測される。

ーIra Kalish（Deloitte Globalチーフエコノミスト）2025年12月

消費財業界に関する2026年の世界経済見通し
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4. 組織構造はシンプル化する

今日の組織的なサイロは、機能的なものであれ地理的なものであれ、
複雑さを生み出している。一方でそれらは比較的快適で、リスクを回避
し、コンセンサスを重視する文化を顕在化させている。22 消費者が求め
る付加価値を迅速かつ集中的に提供するためには、これまでとは異な
るアプローチが必要である。消費財企業は複雑性と相互依存性を減ら
すために、組織構造のシンプル化を目指している（図4）。彼らは、より
スピードとアジリティを備えた文化を醸成し、新たな競争環境や強化領
域に集約されたポートフォリオに適応しようとしている。
シンプルな組織構造は、組織の透明性を高め、タスクの責任の所在を明
確にする。さらに、重要なデータやテクノロジーの区別を通じてコスト要因を可
視化し、最終的には蓄積した情報に基づいた迅速な意思決定を促進する。
23

これらの目標を推進するために、多くの消費財企業がAIを活用している
が、AIが最大限の価値を発揮するためには、組織のシンプル化が必要
となる場合がある。従来の機能を横断するフラットな構造やエンドツーエ
ンドのプロセスは、AIを駆動するデータを集中化し、インサイトや意思決
定が組織全体や市場に円滑に流れることを可能にする。アウトソーシン
グもまた、強力な組織変革の推進力となり得る。アウトソーシングするこ
とで、組織の能力を成長に集中するために解放し、各プロセスへの迅
速なAI導入を支援することで、第三者とのリスク分担を可能にする。本
稿の調査では、経営幹部の10人中6人（59%）が、中核機能のアウ
トソーシングやセンター・オブ・エクセレンスの設立を進めている。

注記:n = 300 （全質問）
質問:（左図）「2026年の戦略について、以下の各項目にどの程度同意または不同意ですか？」

（右図）「2026年の戦略について、以下の各項目にどの程度同意または不同意ですか？」、「2026年の人工知能について、以下の各項目にどの程度同意または不同意ですか？」

データソース: 「2026 Consumer Products Industry Global Outlook」

図4

企業は、より迅速に動く、シンプルな組織を求めており、AIがその構築を支援している

企業はスピードとアジリティの文化を創出しようと
している89%

消費財企業の74%が、
組織構造の簡素化を目指している74%

46%

64%

39%

いくつかのプロセスが完全に自動化されている
（例外やトラブルシューティング以外は人間が介
在しない）

AIと自動化によって管理層の階層を減らしたり、
意思決定を効率化できると考えている

あらゆる領域において、企業は
組織のスピードとアジリティのためにAIを活用している

エージェント型AIが最終的に取締役会や経営判
断プロセスの一部になると考えている
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図5

生産性向上への道はデジタル化

注記: n = 300（全質問）
質問:「2026年の戦略について、以下の各項目についてどの程度同意または不同意ですか？」「AIの取り組みを通じて達成したい主なメリットは何ですか？」

データソース: 「2026 Consumer Products Industry Global Outlook」

51% 2026年にはコスト削減
がこれまで以上に重要

76%
業界で競争するために
はデジタルトランスフォー
メーションが必要だ

生産性向上がAI投資
から得られるROIの中
で最も多く選ばれた

テクノロジーに
よる実現

効率化を
促進する要
素は？ 1位

5.組織の成長は雇用から切り離されつつある

投資家は、もはや、相次ぐ企業のレイオフについての発表を問題の兆候とし
てとらえていない。あるいは、雇用拡大が成長の兆候とも見なさなくなってい
るようだ。24メッセージは明確である。投資家は、抜本的な生産性向上を期
待しており、消費財企業の経営幹部の大半は、2026年にはコスト削減がこ
れまで以上に重要になると同意している（図5）。労働力・人件費は消費
財企業の主要なコスト領域の一つであり、新たなビジネスモデルの生産性
向上の議論には必ず考慮されるべきである。25

コンピューティングコストが低下する一方で、労働コストは逆方向に動く傾向
にあり、26生産性向上は、最終的にはデジタル化、特にAIの導入に依存す
ることになる（図5）。生産性向上は、消費財企業がAI投資から期待する
成果の最上位となっている。

生産性が向上すれば、雇用拡大を伴わずに成長が可能となるが、それは
必ずしもレイオフにつながるとは限らない。実際、調査対象のうち、最も大き
な生産性向上を見込む経営幹部ほど、自社におけるレイオフ増加を予想す
る割合が低い傾向にある。27同様に、2026年にアウトソーシングを行うと回
答した経営幹部は、人材領域でのAI投資のROIが高いと報告する傾向が
ある。28

逆説的だが、AIは労働力にとって、より創造的で、より人間らしい役割のル
ネサンスにつながる可能性がある。AIがより技術的で反復的、官僚的な業
務を担うことで、従業員は自らの役割において創造性、判断力、そして責任
あるリスクテイクの源泉となることができる。例えば、プロダクトマネージャーは、
過去10年から20年にわたり日々を費やしてきた技術的なマーケティング業務
をAIに任せることで、起業家精神にあふれ、商品に情熱を注ぐクリエイターや
コミュニティビルダーとしての役割に回帰することができるだろう。29

9



業界展望2026 消費財

6.バリューチェーンは再交渉の時代へ

小売企業と消費財企業が果たしてきた従来の役割は変化しつつある。
この過程で、調査対象の経営幹部の79%は、パワーバランスが小売企
業側に移っていると考えている。実際、小売企業は自社ブランド商品
（プライベートブランド）の販売を拡大しており（調査対象の経営幹
部の65%が今後さらにプライベートブランドとの競争が激化すると予
想）、強力なハイパーマーケットや会員制などのクラブフォーマット店舗が
市場シェアを伸ばし、特定地域では小売企業アライアンスの購買グルー
プが力を発揮している。30また、小売企業は、現代の商取引に不可欠
な消費者データの収集において、優位な立場にあり、リテールメディアな
ど新たな収益源を獲得している。31しかし、小売企業も急速なデジタル
化と激しい競争環境の中で独自の課題に直面しており、小売企業は
消費財企業と協力していくために、良いパートナーシップの方法を模索
する必要がある。朗報として、調査対象の経営幹部の多くは、小売企
業とのより深い協業（データ共有、共同イノベーション、共同事業計画
など）において成功している（図6）。

米国での調査研究は、さらに励みとなる示唆を与えている。32以下の
結果からは、小売企業は消費財企業との協業を望み、その協業を強
化することで商業的な成功を得ていることが窺える。

 調査対象の小売企業の88%は、消費財パートナーとの連携強化を
望んでいる。33

 （小売業と消費財企業を合わせた）企業の73%は、商業的連携
の強化を報告している。34 

 それらの企業の86%は、商業的連携の結果として売上が増加したと
報告している。35 

しかし、障壁が存在している。
 小売業の回答者の56%と消費財企業の回答者の73%は、共同事

業計画における連携の最大の障壁として、目標の不一致を挙げてい
る。36 

 小売業の64%は十分なデータを共有していると考えているが、消費財
企業で十分なデータを受け取っていると考えているのはわずか40%で
ある。37

このように、バリューチェーンの再交渉と障壁の克服に向け、事業計画、価
格設定、初期段階の商品イノベーション、コスト削減などにおいて、両者
の協業の機会を模索すべきである。また、その中で、消費者へのより高い
価値提供を小売企業、消費財企業双方の共同のミッションとして、AIが
どのように新たな商業関係の可能性を開くことができるかを探求すべきで
ある。

図6

小売企業はバリューチェーンにおいて影響力を増し、消費財企業は協業で成果を上げている

注記: n = 300
質問：（左図）「今後2〜3年で消費財企業と小売業者のパワーバランスはどのように変化すると予想しますか？」（右図）「2026年の市場戦略について、以下の各項目についてどの程度同意ま
たは不同意ですか？」

データソース: 「2026 Consumer Products Industry Global Outlook」

消費財企業と小売企業の従来の関係が劇的
に変化している

一方で、

小売企業はバリューチェーンで力を増してい
るが、消費財企業は協業で成果を上げて
いる

79%

実際に行っている小売企業との協業（データ共
有、共同イノベーション、共同事業計画など）
で成果を上げている

86%

4人に
3人
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7.エージェント型供給がエージェント型需要に直面する

消費財企業にとって、AIの最も有望な業界ユースケースは、商品イノ
ベーションとマーケティング分野にある（図7）。調査対象の経営幹部
は、これらの分野が、販売数量の増加、売上成長のために最も重要だ
と考えている。消費財企業は、AI投資が、より多くより優れた商品コン
セプトやパーソナライズされたコンテンツを従来よりも大幅に短期間で生
み出し、ROIを高めていると報告している。38

しかし、調査対象の経営幹部は、最先端技術の導入において自社が
競合より先行していると考えているものの、実際にはそれほど進んでい
ない可能性がある。約3分の2（64%）がエージェントAIの導入で競合
より先行していると考えているが、すべての企業が平均以上であるはず
はない。

消費者もまた、急速にAIを取り入れている。ChatGPTやその他のAI
チャットからのリファラルトラフィックは、一部の小売企業において総リファ
ラルの15から20%を占めるようになっている。39消費財業界では、この問
題に気づき始めたばかりで十分に対応できていない可能性がある。

調査対象の経営幹部のうち、生成AIを使って商品を調査・購入する消
費者への最適なリーチ方法や影響・マーケティング方法を模索していると
回答したのは31%にとどまり、さらに多く（46%）はまだ意見を持ってい
ないと回答している。

図7

AI・AIエージェントが企業の商品開発とマーケティング手法を変革する

注記: n = 300
質問：（左図）「今後12カ月以内にAIエージェント／自律システム（エージェンティックAIとも呼ばれる）を主要な機能やプロセスの実行に導入する可能性はどの程度ありますか？」
（右図）「今後1年であらゆる種類のAI技術への投資はどのように変化すると予想しますか？」「2026年の商品戦略について、以下の各項目についてどの程度同意または不同意ですか？」「販売数
量と売上成長のために非常に効果的な戦略はどれですか？」「2026年のマーケティング戦略について、以下の各項目についてどの程度同意または不同意ですか？」「あらゆる種類のAIベースアプリケー
ション導入によるROIが最も高いと期待する分野はどれですか？」

データソース: 「2026 Consumer Products Industry Global Outlook」

AI投資を増やす78%
消費財企業の92%が、今後12カ月以内に
主要な機能やプロセスの実行にAIエージェン
トや自律システムを導入予定

92%

販売数量と売上
高成長に向けた
最良の方法は？

AI導入によるROI
の分野別順位

イノベーション マーケティング

3位

注:2位は、事業計画と予測

76%

イノベーションと新商品 更なるマーケティングと
ブランドサポート

１位

AIを新たな商品イノベーションや成長機会の特定に
活用する

10人中7人 10人中6人

11



業界展望2026 消費財

大規模言語モデルでは、従来の検索エンジンとはコンテンツの処理方法が異なるため、商品の発見方法も異なる。
そのため、企業は「SEO（検索エンジン最適化）」ではなく「GEO（生成エンジン最適化）」を行うという新たな競争
に取り組んでいる。彼らの目標は、商品販売が主要な小売企業において採用され、理想的にはAIを通じてアクセス可
能な即時決済機能を備えることである。この競争は、エージェント型コマースへの移行が進むにつれて、さらに重要性を
増すだろう。さらに、マーケティングエージェントが人間の意思決定者を直接介さずに小売企業や消費者のエージェントと
対話し、取引する世界に移行するにつれて、より一層重要になるだろう。エージェント型コマースの導入は、消費財企業
と小売企業とのバリューチェーン再交渉における主要な柱となるべきである。消費者に関する最良の共有データを持つ
バリューチェーンが、所有者のニーズに最も適したエージェント向けの商品の選択、価格設定、および提示において有利に
なる可能性がある。

多くの消費財企業にとって、今は厳しい状況が続いてい
る。ゲームのルール、さらにはフィールドまでもがこれほど急
速に変化する中で、目標を達成することは容易ではな
い。

しかし、この混乱はまた、新たな機会をも創出する。最
終的にそれに同意するか否かにかかわらず、これらのプロ
ボケーションを用いて、自社内で厳しい対話と戦略検討
を開始し、それが困難な選択を行う場合であっても、対
応しうる組織においては、来年以降に向けてより良いポ
ジションを築くことができるだろう。

今後を見据えて

2025年10月、Deloitteは食品・飲料、家庭用品、美
容・パーソナルケア分野の主要消費財企業の経営幹部
300名を対象にしたグローバル調査を実施した。調査サ
ンプルは、売上規模で世界トップ100の消費財企業の
地理的およびサブセクター分布を概ね反映している。調
査質問は、企業のプレゼンテーション、決算説明会のト
ランスクリプト、アナリストレポートで見られるトレンドトピッ
クの分析、およびDeloitte業界リーダーへの探索的調査
やインタビューを通じて作成された。

メソドロジー（方法論）
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図8

食品・飲料企業は消費者の健康とウェルネストレンドに注目している

注記:n = 190(左図);n = 161(右図、飲食カテゴリー);n = 29(右図、アルコールカテゴリー)
質問:（左図）「2026年の商品戦略について、以下の記述にどの程度同意または不同意ですか？」（右図、食品・飲料カテゴリー）「以下の記述にどの程度同意または不同意ですか？」（右図、
アルコールカテゴリー）「以下の記述にどの程度同意または不同意ですか？」

データソース: 「2026 Consumer Products Industry Global Outlook」

一般的な健康トレンド（必ずしもGLP-1ではない）が投資を
牽引している

「合意なき合意」は特定トレンドの持続性への信念を示している

より健康的で機能的な食品への消費者需要の高まりに対
応するため、商品開発戦略を適応させている

30%

31%

47%

消費者の健康とウェルネスの嗜好に対応
した商品への投資を増やしている89%

Appendix：
業界別セクターデータバンク

88%

体重減少薬（例：GLP-1薬のOzempic、Wegovy、
Mounjaro、Zepbound）を服用する消費者による潜在的
な需要変化を見越して戦略を変更している

現在のタンパク質への消費者の関心がすぐに過ぎ去るトレ
ンドであるという意見には同意しない

アルコール飲料企業の31%が、低アルコール・ノンアルコール
商品が今後主要な成長ドライバーにはならないという意見
に同意しない

業界全体が共通の変化や課題を経験しているものの、その各部分には独自の要因も存在する。
以下は、食品・飲料（図8）、家庭用品（図9）、美容・パーソナルケア（図10）の3つの主要セクターに特に
関連する調査結果である。
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図9

家庭用品企業は新たな利用機会、市場拡大、商品イノベーションに他セクターより積極的に取り組む中で、
価格引き上げを行う可能性がある

注記:n = 55（全質問）
pt. = パーセンテージポイント

質問：（左図）「2026年は2025年と比べて、ビジネスの主要指標はどのように変化すると考えますか？」（右図）「2026年の市場戦略について、以下の記述にどの程度同意または
不同意ですか？」「北米・欧州以外で2026年以降、貴社にとって最も成長可能性が高い市場はどこだと思いますか？」「単位販売成長に非常に効果的な戦略はどれですか？」「以下
の記述にどの程度同意または不同意ですか？」「2026年の商品戦略について、以下の記述にどの程度同意または不同意ですか？」

データソース: 「2026 Consumer Products Industry Global Outlook」

69%

機会

7/10
家庭用品企業の10社中7社が、
2026年には商品価格と粗利益率が
上昇すると考えている

93 %

75%

73 %

45%

91%

利用機会ベースの販売志向を強めている
（消費財業界平均比+7pt）

新たな利用機会向けの商品創出が成長戦略にとって重要
である（例：家庭外、新しい清掃習慣）

流通チャネルの拡大が単位販売成長に非常に効果的であ
る（消費財業界平均比+12pt）

2026年以降で最も成長可能性が高い注力市場としてイン
ドを挙げている（消費財業界平均比+13pt）

2026年には商品ポートフォリオのプレミアム化が進むと予想
（消費財業界平均比+10pt）

新商品イノベーションや成長機会の特定にAIを活用する
（消費財業界平均比+15pt）

拡大

イノベーション
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図10

美容・パーソナルケア企業はAI、アウトソーシング、インディブランドとの競争に注目している

注記:n = 55（全質問）; pt = パーセンテージポイント
質問:（左図）「2026年のサプライチェーン、貿易、コモディティコスト戦略について、以下の記述にどの程度同意または不同意ですか？」（右図）「2026年のマーケティング戦略について、以下の記述に
どの程度同意または不同意ですか？」「2026年の業務戦略について、以下の記述にどの程度同意または不同意ですか？」「AI活用で期待する主な効果は何ですか？」（右図、美容・パーソナルケア
カテゴリー）「以下の記述にどの程度同意または不同意ですか？」

データソース: 「2026 Consumer Products Industry Global Outlook」

AIとアウトソーシングによる変革

89%

美容・パーソナルケア企業の多くが、
業務効率を高めるべく、AI、ロボティクス、
自動化に多大な投資を行っている

80%

87%

69%

47%

89%

71%

業務効率化のためAI、ロボティクス、自動化に大規模
投資を行っている（消費財業界平均比+8pt）

中核機能のアウトソーシングや「センター・オブ・エクセレ
ンス」の設立を進めている
（消費財業界平均比+10pt）

AIが既存商品・サービスの改善や顧客との関係強化
に寄与すると期待している
（消費財業界平均比+10pt）

これまで以上に若年層（Z世代・Y世代）向け商品
販売にリソースを投入している

若年層・小規模ブランドへのアプローチ

よりパーソナライズされたデジタル体験を提供するために
市場戦略を適応させている

競争力強化のため小規模ブランドの買収や提携を計
画している
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